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○ 平成27年４月より、高等学校の全日制・定時制課程における遠隔授業［教科・科目充実型］を正規の授業として
制度化し、対面により行う授業と同等の教育効果を有するとき、受信側に当該教科の免許状を持った教員がいなくても、
同時双方向型の遠隔授業を行うことができることとしている。
○ これにより、高等学校段階において、先進的な内容の学校設定科目や相当免許状を有する教師が少ない科目（第二
外国語等）の開設、小規模校等における幅広い選択科目の開設等、生徒の多様な科目選択を可能とすること等により、
生徒の学習機会の充実を図る。

高等学校における遠隔授業［教科・科目充実型］
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教師 ＋ 児童生徒

教師支援型 教科・科目充実型合同授業型

教師 ＋ 児童生徒 当該学校の教師（当該教科の免許
状の有無は問わない）＋ 生徒

教師 ＋ 児童生徒

ALTや専門家等 当該教科の免許状を保有する教師

※高等学校段階のみ児童生徒が多様な意見や考えに触れ
たり、協働して学習に取り組んだりする
機会の充実を図る。

児童生徒の学習活動の質を高めると
ともに、教員の資質向上を図る。

生徒の多様な科目選択を可能とすること
などにより、学習機会の充実を図る。
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（１）遠隔授業［教科・科目充実型］の制度化
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高等学校における遠隔授業［教科・科目充実型］
（２）遠隔授業［教科・科目充実型］を行う際の主な留意事項

○ 病室等における病気療養中の生徒等に対し同時双方向型の遠隔授業を行う場合の特例として、令和元年11月には
受信側の病室等に当該高等学校等の教員を配置することは必ずしも要しないこととするとともに、令和２年４月には
修得単位数の上限（36単位）の算定に含めないこととする制度改正を実施。

（３）病気療養中の生徒等に対して行う場合の要件緩和

（参考）関係法令抜粋
■学校教育法施行規則（昭和22年文部省令第11号）
第88条の３ 高等学校は、文部科学大臣が別に定めるところにより、授業を、多様なメディアを高度に利用して、当該授業を行う教室以外の場所で履修
させることができる。

第96条 校長は、生徒の高等学校の全課程の修了を認めるに当たっては、高等学校学習指導要領の定めるところにより、74単位以上を修得した者につ
いて行わなければならない。ただし、（略）

２ 前項前段の規定により全課程の修了の要件として修得すべき74単位のうち、第88条の３に規定する単位数は36単位を超えないものとする。ただし、
疾病による療養のため又は障害のため、病院その他の適当な場所で医療の提供その他の支援を受ける必要がある生徒であつて、相当の期間高等学
校を欠席すると認められるものについては、この限りでない。

生徒数 ・同時に授業を受ける生徒数は、原則として40人以下とすること。

配信側 ・受信側の高等学校等（生徒の在籍する高等学校等）の身分を有すること。
・学校種や教科等に応じた相当の免許状を有すること。

受信側
・原則として教員を配置するべきであること。
※ただし、病室等において病気療養中の生徒等に対して遠隔授業を行う場合には、教員配置は必ずしも要しない
（その場合には、病室等での適切な体制整備が必要）

学習評価 ・単位認定等の評価は、配信側の教員が行うべきであること。（受信側教員はそれに協力）

その他
・遠隔授業を行う教科・科目等の特質に応じ、対面により行う授業を相当の時間数行うこと。
・36単位を上限とすること。
※ただし、病室等において病気療養中の生徒等に対して遠隔授業を行う場合には、単位数上限の算定には含めない



高等学校における次世代の学習ニーズを踏まえた指導の充実事業

3

高等学校において、地理的要因等にとらわれず多様かつ高度な教育を可能とする遠隔教育の導入をはじめとした
教育改革の優良事例の普及を図るとともに、新高等学校学習指導要領の実施を見据えつつ、定時制・通信制課
程の特性を活かした効果的な学習プログラムのモデルを構築し、普及を図る。
また、定時制・通信制課程において、特別な支援を要する生徒、外国人生徒、経済的な困難を抱える生徒や非行
・犯罪歴を有する生徒等の学習ニーズに応じた指導方法等を確立し、普及を図る。

事 業 概 要

遠 隔 教 育 等 の 教 育 改 革 の 優 良 事 例 の 普 及 関 係
採 択 事 業 一 覧 （ 平 成 3 0 年 度 ・ ３ １ 年 度 ）

実施主体 テーマ

北海道 遠隔教育の質の確保・向上に向けた実証研究
～遠隔授業における配信校の組織体制の在り方について～

静岡県 中山間地域の小規模校における遠隔教育推進事業

徳島県 小規模校での多様な学習を可能にする遠隔授業の調査研究

高知県 ICT活用（遠隔教育）による中山間小規模校での学力保障

長崎県 遠隔教育システムを用いた国内外の大学等との連携による教育効果について

大分県 農業系高校における遠隔教育の導入に関する実証研究



○教育センターと関係課で組織するプロジェクトチームにおいて問題点の洗い出しや解決策の検討を行う。

◆中山間地域の小規模高等学校では、生徒数
が少なく教員の配置数が限られる中、中心部
の大規模校のように、大学の受験に必要な科
目を全て開講することは困難な場合が多い。

◆地元を離れて高等学校に進学する生徒もおり
、中山間地域の高等学校の生徒数が減少。

・教育センター内に遠隔授業配信センターを設置し、遠隔教育担当職員を配置して
配信拠点として確立
・教育課程に位置付けられた授業を実施し、単位を認定
・国公立大学入試に対応できる授業や進学指導の充実
・遠隔授業の指導方法の改善や電子黒板を活用した教材開発、教育の効果測
定及び分析等の研究

１ 現状・課題 ２ 取組の方向性
◆遠隔教育システムを活用し、小規模高校では対応困難な科目の授業や補習を
各校に配信

中山間地域の高等学校に対する遠隔授業の充実

3  令和二年度の取組内容
◆遠隔授業配信センターから中山間地域の小規模高校全10校に、
習熟度別のハイレベル授業や大学進学補習等を日常的に配信

4 成果と課題
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高等学校における遠隔授業の取組事例①＜高知県教育委員会＞

副校長、主幹教
諭を含め数学、理
科、英語教員の６
名を配置

遠隔授業
配信センター
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配信教科等 配信先

数学
室戸高校・嶺北高校・檮原高校・
西土佐分校・
「窪川高校・四万十高校」同時配信

理科
（物理、生物）

物理：嶺北高校・檮原高校
生物：清水高校

英語
嶺北高校・吾北分校・佐川高校・
窪川高校・四万十高校

通級支援 中芸高校

・授業（全10校延べ52名に14講座、週40時間） ・補習等

・大学入試対策教科補習
・グループワーク型受験
対策補習
・ＡＬＴによる英検二次
試験対策補習
・公務員試験対策補習
・キャリア教育のための
特別授業

【令和元年度実績】
◆指導主事等による補習の配信を、６校延べ35名が受講
・大学入試対策教科補習（放課後等）・・・・・・・・・・・ 85回
・グループワーク型受験対策補習（９月～11月）・・・･・３回
・ＡＬＴによる英検二次試験対策補習（10月）・・・・・２回
◆国公立大学合格者数 15名（Ｈ30：14名）

【課題】
◆複数校同時配信の拡充に向けた学校間調整
・校時 （授業時間帯）及び７限目の曜日
・同一科目の履修学年、単位数（週あたり時間数）
・使用教科書 ・行事予定（定期試験の実施時期等）
◆教材等の著作権に係る手続きと補償金の予算化
◆対面授業に係る担当教員の長距離移動及び理科・英語の実施時間数への負担

教師側 生徒側

【体制】 【実施内容】

【時間割】



遠隔授業の配信校・受信校の位置（R1）

高等学校における遠隔授業の取組事例②＜北海道教育委員会＞

遠隔授業の実施教科・科目と授業実施時数（R1）

○ 研究開発特例制度を活用し、対面により行う授業の時間数を特例的に緩和した上で、小規模校や離島の高等学校
における同時双方向型の遠隔授業を実施した。
○ その結果、高等学校等の生徒の発達段階等に鑑み必要とされる対面授業の時間数は、遠隔授業の実施により代替
ができるものと考えられた一方で、対面授業の実施が遠隔授業を更に効果的なものとすることも示唆された。

（※）令和元年度文部科学省研究開発学校研究開発実施報告書（北海道教育委員会）をもとに文部科学省作成。 5
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高等学校における遠隔授業の取組事例②＜北海道教育委員会＞
令和３年度からの実施予定の取組
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